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ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

個別農協において渉外体制を
見直す際の枠組み

〔要　　　旨〕

１　渉外担当者が訪問してくれることが，貯蓄額が最も多い金融機関の選択理由に挙げられ

るなど渉外の役割は大きい。農協は店舗統廃合を進めてきており，更に渉外の重要性が増

しているものと考えられる。

２　渉外体制を見直す際に第一に検討が必要になるのは，渉外の位置付けである。渉外の位

置付けを明確にし，渉外担当者が業務に集中できる環境をつくることが必要と考えられる。

そして，渉外体制は，事業横断性や業務として担う範囲，顧客特性への対応の３つの軸を

中心に整理すると考えやすい。

３　渉外体制を見直す際には，渉外を支援する制度についても同時に考慮することが望まれ

る。渉外の能力や努力を引き出すような制度を設計することは，渉外体制と密接不可分だ

からである。

４　2006年に実施した「農協信用事業動向調査」の結果をみると，渉外の位置付けとして貯

金獲得に重点が置かれている。渉外体制では，地域担当のみを採用している農協が多く，

顧客特性への対応が遅れている可能性がある。渉外を支援する制度については，複数回答

の選択項目の数値をみる限り，各制度が単発的に採用されている様相がある。

５　Ａ農協およびＢ農協では，それぞれの信用事業における重点課題に対応して渉外を位置

付けており，渉外の位置付けが明確にされている。更にＡ農協では，３つの軸に沿って，

重点課題に対応した渉外体制を構築しており，Ｂ農協では渉外を支援する制度の設計に積

極的である。

６　渉外の位置付けを明確にした後，どのように渉外を配置するかは各農協の個別事情に合

わせればよいと考える。但し，顧客特性への対応という軸に関して考慮することが望まれ

る。そして，渉外を支援する制度について様々な角度から取り組むことが必要と考えられ

る。
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本稿の課題は，個別農協において渉外体

制を見直す際の枠組みを示すことである。

本稿が対象とする渉外とは，農協の信用事

業にかかわる渉外担当者（以下「渉外」と

いう）のことであり，渉外体制とは，どの

ような渉外をどのように配置するかという

渉外配置のことを指す。また，本稿では主

に個人取引を意識して論じる。

これまで農協信用事業の渉外体制につい

て詳しく論じられることは少なかったが，

農協を含め地域密着を志向する地域金融機

関において，渉外の役割は相対的に大きい。

このことは，顧客の金融機関利用に関する

意識調査で
（注１）

把握することができる。これに

よれば，「外務職員が訪問してくれる」

（11.8％，複数回答）は，貯蓄額が最も多い

金融機関の選択理由の第６位に入ってい

る。そして，貯蓄額が最も多い金融機関が

農協となると，この項目を選択した人の割

合が20.8％に増加（信用金庫，信用組合，労

働金庫は22.6％）し，貯蓄額が最も多い金

融機関として農協を選択した理由の第４位

にまで上昇する。

この調査において，貯蓄額が最も多い金

融機関として選択した理由の第１位は，

「窓口が近所にある」である。都市銀行，

地方銀行，信用金庫など金融機関だけでな

く，農協でもこの項目が第１位である（全

体53.2％，農協54.3％）。しかし，農協では

現在店舗統廃合が進んでいる。店舗統廃合

が進むなか，金融商品の販売促進にあたっ

て，渉外という商品販売チャネルの重要性

がますます増大していることが考えられる。

（注１）日本郵政公社「第９回 金融機関利用に関す
る意識調査（平成17年度）」

（１） 渉外の位置付け

店舗統廃合などを契機として，渉外体制

を見直す必要が生じている農協が増えてい

ると思われる。その際第一に検討が必要に
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なるのは渉外の位置付けである。

通常，渉外の位置付けは，各農協の経営

課題に応じて決定される。そして，経営課

題，特に信用事業の重点課題に対応させて，

渉外の位置付けを明確化し，同時に重点課

題に対応した目標を設定することが望まし

い。なぜなら，このことによって渉外を重

点課題に集中させることができるからであ

る。また，目標が商品やサービスならば，

それをどのような対象に販売または提供す

るか絞り込まねばならない。更に，渉外が

渉外業務を行う際に，障害となる問題点を

できる限り排除することにも，同時に取り

組む必要があると考える。

（２） 渉外体制を考える３つの軸

渉外体制は，以下の３つの軸で考えるこ

とができる（第１図）。第１の軸は事業横

断性である。事業横断性とは，渉外担当者

が複数の事業を横断して渉外業務を行うか

否かということである。例えば，信用事業

のほかに共済事業を担う複合渉外や，信用

と共済に加え，経済事業についても担う総

合渉外は事業横断的な渉外である。第１図

では，事業を横断すればするほど，第１の

軸を矢印の方向に進むことになる。事業横

断的な渉外を配置する主な優位点は，農協

側からみれば業務の効率に資することであ

り，組合員を含む顧客側からみれば，ワン

ストップで事が足りるということにある。

すなわち範囲の経済が期待できることであ

る。

第２の軸は，業務として担う範囲である。

これは，ある一連の業務のなかで，どこま

での業務を担当するかを意味する。信用事

業において典型的なのは，融資の業務範囲

であり，情報収集から起案，契約と実行，

担保設定までの一連の手続きのどこまでを

渉外が担当するかである。渉外が融資につ

いて業務範囲を広くもつほど，第２の軸を

矢印の方向へ進むことになる。業務範囲を

広くもつことの主な優位点は，専門性の向

上による競争力の強化である。

第３の軸は，顧客特性への対応である。

顧客のニーズは階層という観点からみると

異なることが多い。階層には様々あるが，

本稿では，富裕層などを含んでいる資産階

層を対象に論じる。顧客特性への対応とい

う第３の軸は，主に商品やサービスの需要

側を意識し，顧客の特性にどう対応するか

を考慮したものである。第３の軸を矢印の

方向へ進むことは，いくつかの異なる階層

にそれぞれ対応することである。その主な

優位点は，例えば農協の収益など経営に影

響する階層に重点を置いて，そのニーズに
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） 

事業横断性（第１の軸） 

業務として担う範囲 
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第1図　渉外体制を考える３つの軸 



的確に応えていくことが可能なところにあ

る。

第１の軸と第２の軸を考慮して，渉外体

制を考える際に重要な視点は２つある。ひ

とつは渉外の能力の有限性を前提とするこ

とであり，もうひとつは他の金融機関との

競争を意識し，専門性を具備することであ

る。

第２図は，第１の軸（事業横断性）と第

２の軸（業務として担う範囲）を取り出し

て図示したものである。すべての渉外が，

すべての事業に精通し，かつすべての事業

の業務を遂行できるならば，全事業にくま

なく従事する渉外を配置すればよい（第２

図色網掛け全体）。しかし，このような渉外

の存在は限られているはずである。

また，少し事業横断性を制限して，複合

渉外を配置するにしても，複合渉外が保険

会社を含む他金融機関の渉外職員の長所を

兼ね備え，彼らに対抗することは困難であ

ろう。こうした結果，分業が行われる。渉

外の能力には個人差があるため，平均的な
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渉外を想定するが，平均的な渉外はすべて

完璧にこなす（第２図の色網掛け全体が完璧

にこなすことを表す）ことはできない。完

璧にこなす渉外の能力を１（第２図色網掛

け全体の面積を１）とすれば，平均的な渉

外の能力は１以下である。仮に平均的な渉

外の能力を0.5としておく。0.5の面積は図

中で様々に描くことができる。事業横断性

を仮に最大までとると，総合渉外などの事

業横断的な渉外を配置することになるが，

その時能力の限界を考慮せねばならず，業

務として担う範囲は狭くなる（第２図の太

線内，若干うすい色網部分）。

一方，業務として担う範囲を最大までと

ると，例えば信用事業の業務のみに集中す

る信用渉外の配置を想定すると，他の事業

に従事することがなくなる（第２図の二重

枠線内，若干うすい色網部分）。このほかに

も0.5の面積を持つ図形は無数に存在する

ことから，分業にも多様な形態があること

がわかる。

信用事業の業務に集中する信用渉外を配

置することは，他金融機関とほぼ同じ業務

を行うことになるため，他金融機関の渉外

と同様の専門性を身に付ける必要がある。

一方，総合渉外などの事業横断的な渉外

を配置することは，渉外が業務範囲の一部

しか担当しないことになるので，保険会社

を含む他金融機関の渉外に対抗する専門性

に欠けることとなる。渉外の業務範囲の狭

さは，後で述べるように専門的知識が必要

な場合に，渉外以外の専門性の高い職員の

協力を得ることで補われることとなる。
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第2図　第１・第２の軸による 
　　渉外体制の検討 



第３の軸に関して，階層別に異なる顧客

ニーズへの対応は，農協の管内に様々な顧

客が存在すると仮定すれば，エリア担当な

どにみられるような渉外の一様な配置では

限界がある。特に富裕層へ対応することは，

農協の信用事業における顧客基盤の重要な

部分を占めることから，不可欠のことと考

えられる。この第３の軸は，他の金融機関

でも大いに考慮されている軸である。富裕

層を対象としたプライベートバンカー

（PB）の設置はその例である。

（３） 渉外担当者を支援する制度

渉外体制を見直す際の枠組みとして，渉

外を支援する制度に配慮することも重要で

ある。これは，渉外体制を機能させるため

に必要なものであり，特に，渉外の能力や

努力を上昇させる，または引き出す仕組み

や，渉外の能力や努力を阻害する要因を取

り除く仕組みが重要だと考えられる。

渉外を支援する制度は多数あるが，主な

ものをまとめたのが第３図である。図の上

部は制度的に渉外を支え，渉外が能力を発

揮できるようにするものである。例えば，

給与体系に渉外の業績に報いる制度を導入

し，努力水準の上昇を促す，または教育に

より渉外の能力を向上させるなどが該当す

る。図の下部は，人やものから渉外をサポ

ートする体制である。人からのサポートと

しては，渉外以外の後方スタッフが事務的

手続きを行う，または口座振替への誘導や

集金担当を配置し，渉外の集金負担を軽減

させるなどが該当する。これは，渉外の能
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力や努力を阻害する要因を取り除き，渉外

が信用事業の重点課題や渉外の位置付けに

沿った活動に集中できる環境を整えること

につながる。

また，渉外以外の専門的知識を持った職

員と同行訪問することで，渉外の有効訪問

を増加させることも人からのサポートであ

る。ものからのサポートは，渉外の推進を

手助けするシステム，例えば渉外の事務負

担を少なくしたり，有効な情報を迅速に取

りだせるシステムを構築することなどが該

当する。

農協の現状をみるために，以下では06年

11月に実施された農協信用事業動向調査

（以下「動向調査」という）の結果を多く用

いる。動向調査の対象は，調査実施時点で

渉外 

資料　筆者作成 

第3図　渉外を支援する制度（概念図） 
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人事 給与体系 業績管理 
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資格 

２　渉外体制を見直す際の枠組み

を通じた農協の現状把握
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380農協となっており，当該農協が全農協

に占める割合は約40％とカバー率が高い。

また，当該調査の調査票回収率は，94.2％

と高水準であった。

（１） 渉外の位置付けと現状

第１表は渉外の位置付けについてであ

る。渉外の位置付けとして，想定される選

択肢をいくつか設定し，回答を得た。

「貯金目標達成の柱」を第１位とした農

協の割合は，31.1％で最も高かった。これ

に対し，「貸出金目標達成の柱」と回答し

た割合は7.7％にとどまり，貯金に重点を

置いている農協が多いことがわかる。

「組合の収支改善のための原動力」を選

択した割合は，21.0％で２番目に高かった。

収益力の強化のために，渉外を位置づけて

いる割合も高いことがここからみてとれ

る。

対顧客を想定した選択項目では，「対面

機能（組合員とのふれあい）の主たる担い

手」を，位置付けの第１位として回答した

割合が18.9％と高かった。「新規顧客拡大

の柱」は，農協の新たな利用者を増やすこ

とに主眼を置いたものであるが，この項目

を位置付けの第１位とした農協の割合は，

11.5％であった。

また，資産階層への対応にかかる「大口

顧客・富裕層囲い込みの主たる担い手」を

あげた割合は2.7％と少なかった。

表には掲げていないが，動向調査によれ

ば，渉外が推進を行う対象先は，回答農協

を平均すると，正組合員50.0％，准組合員

27.4％，員外利用者22.6％となっている。

ここから，農協の渉外は組合員を重視して

訪問しているが，同時に員外利用者を訪問

することにより新たな取引先を拡大し，将

来の組合員基盤を拡充していこうという姿

勢がみられる。

（２） 渉外体制の３つの軸と現状

第１の軸（事業横断性）との関係で，農

協がどのような種類の渉外を配置している

かを示したものが第２表である。これをみ

ると，信用事業を担当する信

用渉外かまたは信用事業と共

済事業を担当する複合渉外を

最も多く配置している農協

が，それぞれ40.1％，41.5％

と，合計で80％以上を占める

ことがわかる。また，複数の

渉外を組み合わせて配置して

いる農協は少ない。それは，

信用渉外のみの配置が34.5％

あり，複合渉外のみの配置も

（単位　％） 

　　　全　体 

　信用渉外が最多 
　複合渉外が最多 
　総合渉外が最多 

資料　農中総研「農協信用事業動向調査」          
（注） 「信用渉外が最多」欄には、信用渉外を最も多く配置している農協が該当する。

複合渉外および総合渉外についても同様にそれぞれの渉外を最も多く配置し
ている農協が該当。         

第1表　渉外の位置付け（第１位に挙げられたもの） 
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顧
客
・
富
裕
層
囲 

７．１ 

４．２ 
８．１ 
１０．９ 

そ
の
他
の
項
目 



34.5％あることから判断できる。

第２の軸（業務として担う範囲）との関

係で，渉外の自己住宅資金融資における担

当業務について聞いたものが第３表であ

る。これをみると，自己住宅資金融資にお

いては，半数以上の農協で，商品説明や書

類のやりとりが渉外の担当業務となってい

ることがわかる。但し，担当業務について，

渉外種類別にそれほど大きな差がみられな

いのが現状である。

第３の軸（顧客特性への対応）との関係

で，渉外の顧客担当方法をみたものが第４

図である。87.0％の農協で，渉外がある一

定の地域を担当するエリア担当制を採用し

ている。割合は12.1％と高くないが，エリ
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ア担当を基礎としながらも，担当者により

特定階層を担当する渉外を配置している農

協が存在している。

また，前掲第１表に記されている通り，

渉外の位置付けとして，「大口顧客・富裕

層囲い込みの主たる担い手」と回答した農

協は2.7％にとどまっている。第４図だけ

では，階層のなかでも資産階層に重点を置

いて，渉外の担当先を決定しているか否か

は不明であるが，第１表の位置付けの結果

と第４図の顧客担当方法をみたところ，渉

外だけで富裕層への対応が十分であるとは

言い難いのが現状である。

第１の軸と第２の軸を考慮して，農協で

みられる事例を述べると，渉外が信用事業

のみに従事するなど，担当する事業を絞り

込む農協があり，このような農協では，渉

外が他金融機関の渉外とほぼ同じ業務を行

っている。この場合，専門性と金融機関と

（単位　％）

信用渉外が最多  

　うち信用渉外のみ配置 

複合渉外が最多  

　うち複合渉外のみ配置 

総合渉外が最多  

　うち総合渉外のみ配置 

その他  

資料　第１表に同じ 

第2表　農協の渉外配置状況 

４０．１ 

（３４．５） 

４１．５ 

（３４．５） 

１２．９ 

（１０．４） 

５．５ 

構成比 農協の渉外配置状況 

（単位　％）

信用渉外 
複合渉外 
総合渉外 

資料　第1表に同じ      
（注）　本表のみ０６年５月に実施された「農協信用事業動向

調査」の結果を使用している。     

第3表　渉外の自己住宅資金融資に 
かかる担当業務    

９５ 
８７ 
４０ 

回
答
組
合
数 

９２．６ 
９２．０ 
１００．０ 

情
報
収
集 

６４．２ 
６３．２ 
６２．５ 

相
談
対
応 

商
品
説
明
お
よ
び 

５０．５ 
５５．２ 
５２．５ 

り
と
り 

帯
と
の
書
類
の
や 

借
入
れ
見
込
み
世 

２０．０ 
２１．８ 
２５．０ 

る
稟
議
起
案 

融
資
実
行
に
関
す 

資料　第１表に同じ 
（注）　回答組合数は３３８。 

第4図　渉外の顧客担当方法 

階層別担当 
（資産階層など） 
（０．３） 

その他 
（０．６） 

エリア担当が基本で,  
担当者により特定階 
層を担当（１２．１） 

エリア担当 
（８７．０％） 
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の競争を意識する必要がある。農

協のなかには貯金および融資の一

連の業務を渉外が担当していると

ころがあるが，近年の住宅ローン

を中心とした貸出金の増強に対し，

事業別から更に専門化して，融資

業務のみを担う融資専任渉外を配

置する農協も増えている。

一方で，事業横断的な渉外を配

置し，渉外は情報収集を主な業務

として，その後の手続きは融資業

務専門の職員が担うという分業制

を敷いている農協もある。事業横断的な渉

外を配置し，結果として渉外の業務範囲が

限られ，専門性が失われた場合には，必要

な時に専門性の高い職員の協力を得ること

で補われる。複合渉外を配置し，この形態

を採用している農協では，渉外は情報収集

が最重要課題とされ，渉外が収集した情報

に対応して，各分野において専門知識を持

った職員が，渉外と同行訪問するという形

態を採っている。業務として担う範囲の決

め方は各農協の経営方針と大きくかかわっ

ている。

（３） 渉外担当者を支援する制度と現状

第５図は，渉外を支援する制度の有無に

ついてのものである。動向調査のなかでは，

渉外が業績を挙げるための工夫として採り

入れているものについて聞いているが，一

部に渉外を支援する制度とかかわる項目が

あるのでそれを示す。

渉外の能力を上昇させる制度としては，

農林金融2007・4
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「研修を重視し，積極的に参加させている」

（48.1％）や「一連の業務を任せ自信をもた

せている」（14.7％）が該当する。「研修を

重視し，積極的に参加させている」を，渉

外が業績を挙げるための工夫として採り入

れている農協の割合は最も高かった。

渉外に努力を促す制度として，「支店内

での協力体制を育成」と「渉外個人へのイ

ンセンティブ付与」があげられる。それぞ

れ25.1％，23.9％であり，前者の方が後者

より若干割合が高かった。

人からの支援として「分業体制を敷き，

専門性を高めている」が，ものからの支援

として「顧客情報を蓄積し，かつ渉外活動

に利用できるシステムを構築している」が

該当する。それぞれ回答した農協が採り入

れている割合は9.1％，13.6％であった。

（４） 渉外体制を見直す際の枠組みと

渉外の問題点

第４表は渉外の問題点についてである。

（４８．１） 
（２５．１） 

（２３．９） 

（１４．７） 

（１３．６） 

（９．１） 

資料　第１表に同じ 
（注）１　渉外が業績を挙げるための工夫について聞いた質問項目から抜粋

したもの。 
２　回答組合数は３３９。　 

（％） 
５０ ０ １０ ２０ ３０ ４０ 

第5図　渉外を支援する制度の現状（複数回答） 

研修を重視し, 積極的に参加させ
ている 

一連の業務（ローン手続きなど）を
任せ自信をもたせている 

分業体制を敷き, 専門性を高めて
いる 

支店内での協力体制を育成 

渉外個人へのインセンティブ付与 

顧客情報を蓄積し, かつ渉外活
動に利用できるシステムを構築
している 
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動向調査では，渉外の問題点についてあら

かじめ設定された選択肢を選択してもらう

ことで回答を得た。問題点として第１位に

挙げられたのは，「共済推進に時間を割い

ている」（23.7％）であった。

これは主として事業横断的な渉外を配置

している農協における渉外の問題点であ

る。渉外種類別に確認すると，信用渉外の

問題点として第１位となったのは，「融資

の知識が不十分」（18.2％）である。信用渉

外は貯金と貸出の推進が主たる業務である

が，その主たる業務の一翼を担う融資にお

いて知識不足が挙げられている。融資の知

識不足がどのレベルに属するものかは不明

であるが，不足していることで，仮に融資

の知識があれば獲得できたであろう案件が

獲得できなかったという機会損失が発生し

ている可能性がある。但し，信用渉外の場

合，問題点として10％を超える項目は，

「融資の知識が不十分」のほかに，「新規訪

問の少なさ」（14.7％），「渉外本人のモチベ

ーションの低さ」（12.6％），「人材の確保が

困難」（11.9％），「集金先の多さ」（10.5％）
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の５つが該当し，比較的回答

が分散している。

一方，複合渉外では「共済

推進に時間を割いている」

（43.2％）ことを問題点として

あげている農協が圧倒的に多

く，10％を超えている項目は

「 融 資 の 知 識 が 不 十 分 」

（10.8％）と合わせ２つのみで

あった。総合渉外についても

構成比に多少の違いがあるものの，複合渉

外と同じ傾向がみられる。

渉外の問題点として上位に挙げられた項

目をみると，主に３つの軸とかかわってい

る。「共済推進に時間を割いている」は，

事業横断性とかかわる問題であり，「融資

の知識が不十分」は，業務範囲としてどこ

までを担当させ，融資に精通させるかと関

係する。「集金先の多さ」も業務範囲にか

かわる。「新規訪問の少なさ」は，第３の

軸と関係し，どういった階層に渉外がかか

わるかで変わってくる。

また，「渉外本人のモチベーションの低

さ」や「人材の確保が困難」は，主に渉外

の支援制度と関係する。これらは，モチベ

ーションの低さを改善する制度や，渉外の

人材の確保が困難であっても，それを補完

する支援制度をつくることで対応可能であ

る。

そして，根本的な部分になるが，これら

の問題は，渉外が，何に重点を置いて，誰

にどう対応するかという渉外の位置付けと

関係してくる。

（単位　％） 

　　 全　体 

　信用渉外が最多 
　複合渉外が最多 
　総合渉外が最多 

資料　第１表に同じ    

第4表　渉外の問題点（第１位に挙げられたもの）  

３３７ 

１４３ 
１４８ 
４６ 

回
答
組
合
数 

融
資
の
知
識
が
不
十
分 

新
規
訪
問
の
少
な
さ 

集
金
先
の
多
さ 

２３．７ 

３．５ 
４３．２ 
２３．９ 

１３．６ 

１８．２ 
１０．８ 
８．７ 

い
て
い
る 

共
済
推
進
に
時
間
を
割 

シ
ョ
ン
の
低
さ 

渉
外
本
人
の
モ
チ
ベ
ー 

（
異
動
が
頻
繁
も
含
む
） 

人
材
の
確
保
が
困
難 

１０．９ 

１４．７ 
８．１ 
８．７ 

９．８ 

１２．６ 
７．４ 
８．７ 

８．９ 

１１．９ 
６．１ 
８．７ 

６．２ 

１０．５ 
４．１ 
０．０ 

１．８ 

０．０ 
２．０ 
４．３ 

そ
の
他
の
項
目 



（１） 地域特性・顧客にあわせた渉外配置

渉外の位置付けと渉外体制の３つの軸

を，Ａ農協の事例でみてみる。

Ａ農協の貯金および貸出金残高は，全国

の総合農協の平均を上回っている。
（注２）

更に，

貯金および貸出金残高について，動向調査

の対象農協をそれぞれ残高順に並べ３等分

すると，当農協は，貯金および貸出金残高

のどちらについても最も残高の大きい階層

に属する。これは組合員一人当たりの貯金

および貸出金残高に置き換えても同じであ

る。Ａ農協の管内には，都市部と農村部が

含まれている点が特徴的であり，管内の広

さは，動向調査の対象農協を面積順に並べ

て３等分すると，最も面積の広い階層に属

する。

Ａ農協の信用事業における重点課題は，

収益基盤の確立である。課題への対応の主

な具体策は，利ざやの改善や貸出金の増強

である。渉外は，貯金や貸出金の推進とと

もに，相談業務強化の担い手として位置付

けられており，次のように配置されてい

る。

第一に，都市部と農村部が管内に含まれ

ているという地域特性，特に地域の市場特

性にあわせ，市街地では信用渉外を，中山

間地域では複合渉外を置いている。第二に

顧客の特性およびニーズに合わせた渉外と

して，貸出金増強に対応するためにローン

に特化した融資渉外を，相談業務を行い富

裕層に対応するために特任の渉外（以下

「特任渉外」という）を置いている。

これを既に示した３つの軸に当てはめて

みると次のように整理できる。事業横断性

の軸に関してみると，信用と共済を推進す

る事業横断的な複合渉外を，農協取引シェ

アおよび農協利用度の高い中山間地域に配

置している。当農協における複合渉外は，

競合先との競争というよりはむしろ，効率

的な渉外活動によって収益基盤の確立に寄

与することが求められている。

業務として担う範囲の軸に関してみる

と，信用事業に特化した信用渉外を市街地

に，更にローンに特化した融資渉外を配置

している。これらの渉外は，競合先に対抗

することに重点が置かれたものであり，事

業を限定，または融資に業務範囲を限定す

ることで専門性を向上させている。

顧客特性への対応を軸としてみると，当

農協では富裕層に対応した特任渉外を配置

している。特任渉外は，職員のなかから優

秀なものが選抜され，Ａ農協における渉外

の位置付けのひとつである相談業務強化に

対応している。特任渉外の役割としては，

富裕層のニーズおよび相談に適切に対応

し，当該利用者の満足度を上昇させ，彼ら

をつなぎとめることがある。

当農協では，渉外は相談業務強化の担い

手であることから，ファイナンシャルプラ

ンナー（FP）の資格取得が奨励されており，

特任渉外に限らず，全渉外の７割が，FP

１級・２級・３級のいずれかを取得している。
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３　２農協の渉外体制に

かかる取組事例



（注２）農林水産省「総合農協統計表」にみる04年
度の貯金額１組合当たりは平均854億円，貸出金
は同232億円。

（２） 多角的な渉外支援制度の設計

渉外の位置付けと渉外を支援する制度の

設計に，積極的に取り組んでいるＢ農協の

事例を取り上げる。

Ｂ農協もＡ農協と同様，貯金および貸出

金残高は総合農協の全国平均を上回ってい

る。貯金および貸出金残高について，動向

調査の対象農協を残高順に並べ３等分した

場合，当農協は，それぞれについて最も残

高の大きい階層に該当する。組合員一人当

たりの貯金および貸出金残高に置き換えて

も同様である。Ｂ農協の管内には，都市部

と農村部が含まれている点が特徴的であ

り，管内面積は，動向調査の対象農協のな

かで最も面積の広い階層に属す。当農協で

は，都市部で複合渉外，中山間地域では総

合渉外が配置されている。

Ｂ農協の信用事業における重点課題は，

収益力増強と事業規模の拡大である。収益

力増強のために，主に貯貸率の上昇に取り

組んでおり，事業規模の拡大のために，利

用者基盤の拡大に取り組んでいる。

渉外は推進の第一線であり，農協が地域

で最も利用される組織になるための重要な

チャネルとして位置づけられている。具体

的には，利用者の満足度の向上と家計メイ

ン化に取り組むことが渉外に求められてい

る。利用者の満足度の向上は，利用者数の

増加や利用者との取引の拡大につながり，

利用者基盤の拡大に貢献する。家計メイン

化は，利用者の家計の取引を農協に集中し

てもらうことで，事業規模の拡大につなが

る。

Ｂ農協では，渉外が重点課題に則して策

定された目標を達成するために，網羅的な

渉外支援制度をつくっている。第一に渉外

の能力を上昇させる制度，第二に渉外の努

力を引き出す制度，第三に渉外を後方から

支援する制度を紹介する。

渉外の能力を上昇させる制度は２つあ

り，そのひとつはトレーナー制度である。

トレーナーとは，渉外の教育および指導を

主な業務とする職員のことであり，当農協

では，渉外経験豊富な職員が専任として配

置されている。もうひとつは外部資格を人

事上の昇級の条件としている点である。Ｂ

農協では，渉外としての能力に応じて，渉

外をランク分けしているが，最高位の渉外

として認められるためには，業績への貢献

はもちろんのこと，銀行業務検定やFP２

級を取得しておくなど外部資格も問われ

る。

渉外の努力を引き出す制度として，個人

インセンティブの付与方法を紹介する。渉

外個人へのインセンティブの付与方法の主

たる部分は，渉外の業績評価が人事評価に

直結する所である。渉外の業績評価は，個

人実績と支店実績に加え，エリア評価と行

動評価の４つの項目に分けられる。

個人実績は，信用事業の目標を確実に達

成するために不可欠であることから，最も

重視される。特に，渉外のランクが上昇す

ると，貸出の目標が重視されるため，ラン
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クの高い渉外ほど，十分な融資の知識を持

たざるを得ない仕組みになっている。また，

それとともに支店の実績にも配慮し，職員

間で相互に協力する必要性が求められてい

る。

エリア評価は，担当エリア内の重点地区

での貯金純増など取引のシェアアップにつ

ながる項目で評価される。これは，信用事

業の重点課題である事業規模の拡大のため

の利用者基盤の拡大につながる。行動評価

は，新規取引獲得のほか，新規取引につな

がっていなくても，その行動自体を評価す

るものである。また，賞与は業績への貢献

という部分を考慮し，渉外の場合は最低保

障額に業績評価分が上乗せされており，こ

れも個人インセンティブのひとつである。

渉外に対する後方支援策は３つある。
（注３）

第一は情報紹介制度である。この制度は，

全職員から提供された貯金や貸出金などの

取引拡大に直結する情報を本部で取りまと

め，当該情報の存在するエリアを担当する

渉外へつなぐ制度である。

第二は，直接推進を行わない職員に対し

ても，業績に連動した賞与が支給されるこ

とである。例えば，信用事業にかかわる職

員であれば，賞与の一部が全金融店舗の業

績の平均と連動して支給される。この２つ

は，渉外以外の後方職員も含め，全職員が

業績を担っているという意識付けをするた

めの方策であり，渉外を支援する制度とな

っている。

第三は，独自のソフトウェアシステムで

ある。渉外がそのシステムにアクセスする

ことで，利用者の取引状況などを確認でき

るほか，渉外の日誌に書かれた実績数値が

そのままOCR読み込み用の用紙となってい

るため，すぐに実績が反映される仕組みに

なっている。これにより，渉外活動を阻害

する要因となる渉外の事務負担の軽減と効

率化が図られているだけでなく，管理職側

も常に最新の実績情報を確認できるように

なっている。更に，このシステムによって，

全職員が現在の渉外の実績を確認すること

ができるため，渉外同士の競争が促される

ことが期待されている。

（注３）専門的知識を持った職員と渉外が同行訪問
することもあるが，ここではこれを除く。

本稿では，動向調査や事例を交えながら，

渉外体制を見直す際の枠組みを示した。渉

外体制を見直す際には，渉外の位置付けを

明確化し，３つの軸を利用して，どのよう

な渉外をどのように配置するかを考え，更

に渉外を支援する制度を設計するという一

連の作業が必要になるものと考えられる。

渉外体制を見直す際に，本稿で述べた事

業横断性と業務として担う範囲の２つの軸

に照らして考えてみると，信用，複合また

は総合といった渉外の種類は，農協個別の

事情にあわせて配置すればよいと考える。

極端な言い方をすれば，信用事業における

業務のほとんどすべての知識を持つ信用渉

外を配置する農協があってもよい。

また一方で，すべての事業に関係する総
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まれる。このことにより，渉外が知識を持

っていなかったために，ある取引を獲得で

きなかったということや，目の前に取引の

機会があったにもかかわらず，見逃してし

まうという事態を防ぐことが可能になるも

のと思われる。

渉外体制を考える際には，渉外を支援す

る制度も考慮することが求められる。渉外

を支援する制度の設計の際に注意する点

は，渉外を教育したり，渉外にインセンテ

ィブを与えるなど，積極的に能力向上や努

力を促す制度だけでなく，事務負担を軽減

するなど，渉外活動の阻害要因を取り除く

制度も渉外支援に含まれることであり，多

様な取組方法があると考えられることであ

る。

（研究員　若林剛志・わかばやしたかし）
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合渉外を配置し，専門性では事業別の渉外

や他金融機関の渉外に劣るものの，情報だ

けは漏らさず取得し，あとは専門的知識を

持った職員が対応する農協があってもよ

い。但し，現実問題として，顧客特性への

対応，特に本稿では富裕層に焦点を当てて

いるが，彼らの需要に応じるには，ある程

度専門的知識をもった職員による個別対応

が必要となるものと考えられる。

渉外体制を考える上で重要なのは，３つ

の軸に囲まれた空間のなかに空白を作らな

いことである。また，空間のなかで弱い部

分があれば強化することである。場合によ

っては，それを渉外だけでなく，管理職を

含む役職員全体で穴埋めすればよいと考え

られる。特に富裕層への対応は，経営に大

きく影響を及ぼすことから十分な対応が望


